
独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構の改革案について

＜平成21年度＞ ＜平成22年度＞ ＜平成23年度＞
職員数722人 職員数716人

※ １部５課の廃止

統合による組織・人員の効率化
≪削減数≫

・ 総務・企画・経理部門の統合による組織・人員の効率化
・ 職業能力開発業務の移管を受けても、役員法定数（８人）は増員せず。

▲約3.3億円

≪削減額≫

・ 高齢・障害・求職者雇用支援機構（仮称）への移行に伴う東京本部の幕張本部への集約化
※高齢・障害・求職者雇用支援機構（仮称）への移行後に必要な改修作業を実施し、速やかに移転
・ 石川障害者職業センター跡地及び旧三重障害者職業センターを処分
・ 人事・給与・会計システムについて順次統合

▲約13.6億円
（国からの財政支出分▲7.6億円のほ
か、障害者雇用納付金分▲6億円）

＜平成21年度＞ ＜平成22年度＞ ＜平成23年度＞

434億円 319億円 委託方式の廃止に伴う効
率化等

≪削減額≫

・ 地方業務の委託方式の廃止に伴う効率化
・ 人件費の削減（地域手当の引下げにより、ラスパイレス指数（地域・学歴勘案）を
平成22年度に100以下とする。 ）

理事長： 新法人発足時に公募
職員： 新法人発足までに解消

≪今後の対応≫

平成21年度 平成22年度 削減数

役員 3/8人中 1/7人中 ▲2

職員 7/722人中 3/716人中 ▲4

３．カネ（国からの財政支出の削減）

改革効果

※ 現在の両機構の管理部門６部２０９人

※ 集約後の平年度ベース

国家公務員
OB関連

※ 管理部門３部１８９人 ▲20人

２．モノ（余剰資産などの売却）

１．ヒト（組織のスリム化）

仕分け後

※ 地域障害者職業センターの事務担当職員（事務集約化による削減）
３３人（２２年４月） → ２７人（２３年４月） ▲６人

▲２６人＋α ▲２０人

仕分け前

※統合後３年以内に、更に
管理部門の１割（１９人）以
上の削減に取り組む。

仕分け後

仕分け後
≪国庫納付見込額≫

▲約1.0億円（簿価額）

※ このほか上記１の組織のスリム化
による削減

仕分け後



・ 21年4月から地域障害者職業センターの業務となった助言・援助業務を推
進し、地域の就労支援機関における障害者支援を促進。地域障害者職業
センターは当該機関では対応困難な障害者を重点とする業務運営を更に
加速

・ 地方業務の委託方式の廃止に伴い、地域障害者職業センター業務と併せ
て効率化

・ 地域障害者職業センター公用車の軽自動車への転換
144台の1/3 （▲約14百万円）

・ 美術品等不要資産の速やかな処分

・ 地域障害者職業センター事務集約化により事務担当職員の削減（再掲）
47人〔16年度〕 → 33人〔22年4月〕 → 27人〔23年4月〕

４．事務・事業の改革

仕分け後

仕分け後

仕分け後

仕分け後



【参考】仕分け結果を踏まえた改革案について
（独立行政法人 高齢･障害者雇用支援機構）

主な指摘事項 改革案の更なる見直し内容

１． 管理部門の効率化を進める
べき

（独）雇用･能力開発機構からの業務移管時に２０人削減し、その
後３年以内に組織・人員の効率化を進め、更に管理部門の１割
（１９人）以上の削減に取り組む。

２． 事業規模は縮減すべき

３． 美術品等不要資産について
は売却すべき

美術品等不要資産の速やかな処分（なお、行政刷新会議・事業
仕分けに際して指摘のあった障害者職業総合センターの壁画に
ついては複製であり、資産価値はないとの評価）

・ 東京本部を幕張本部に移転することによる合理化

※高齢・障害・求職者雇用支援機構（仮称）への移行後に必要な改修

作業を実施し、速やかに移転

・ 地方業務の委託方式の廃止に伴い、地域障害者職業センター業務
と併せて効率化

・ 地域センター公用車の軽自動車への転換
144台の1/3 （▲約14百万円）

・ 地域センター事務集約化により事務担当職員の削減
47人〔16年度〕 → 33人〔22年4月〕 → 27人〔23年4月〕

・ 21年4月から地域障害者職業センターの業務となった助言・援助業
務を推進し、地域の就労支援機関における障害者支援を促進。
地域センターは当該機関では対応困難な障害者を重点とする業務
運営を更に加速



独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構の概要
≪基礎データ≫

≪主な事務・事業≫

≪組織体制≫

＊ 役職員数は平成22年４月１日現在、予算額は平成22年度の数値、うち
国家公務員出身者・現役出向者についてはそれぞれの年度の４月１日現
在、うち国からの財政支出についてはそれぞれの年度の数値

役員 7人

うち
国家公務員出身者 1人 3人

うち
現役出向者 1人 1人

職員
716人

うち
国家公務員出身者 3人 7人

うち
現役出向者 62人 58人

予算 576.3億円
うち
国からの財政支出

318.7
億円

433.7
億円

【22年度】 【 （参考）21年度】

このほか
非常勤職員801人

法 人 に 占 め る
管理部門の割合

（全体）

予算
うち国からの

財政支出

235.2億円 235.1億円

給付金の支給額 171.9億円 171.9億円

その他の業務経費 63.3億円 63.2億円

75.1億円 74.9億円

8.7億円 8.7億円

257.3億円 ―　億円

　 調整金・報奨金、助成金の支給額 212.4億円 ―　億円

その他の業務経費 45.0億円 ―　億円

事務・事業

高年齢者雇用に関する給付金の支給・事業
主に対する援助

障害者職業能力開発校の運営

障害者雇用納付金の徴収及び調整金・報奨
金、助成金の支給・障害者雇用に関する相談
援助、啓発事業等

障害者職業センターの設置運営

本部 10部31課（250人）
うち管理部門

3部10課（73人）
29.2%

地方

国立職業リハビリテー
ションセンター

（48人）
１課（7人） 14.6%

国立吉備高原職業リハ
ビリテーションセンター

（30人）
１課（5人） 16.7%

地域障害者職業セン
ター（388人）

47ｾﾝﾀｰ5支所
（33人）

8.5%

16.5％
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理事長
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（ 高 齢 者関 係）

〈 障 害 者関 係〉
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